平成29年度低炭素社会実現のための都市間連携事業委託業務応募様式
必要に応じてページを分けたり参考資料の添付を行ってください。
（１）

	応募事業の内容

	1. 応募者
	（和名）
※　この欄の記載内容は、採択結果公表時に公表します。
※　同内容を（別添4）応募事業概要書（日本語版）へ記載してください。内容に矛盾があれば（別添４）を優先します。


	
	（英名）

※　この欄の記載内容は、採択後に公表します。
※　同内容を（別添4）応募事業概要書（英語版）へ記載してください。内容に矛盾があれば（別添４）を優先します。


	
	（共同応募者和名）
※　この欄の記載内容は、採択結果公表時に公表します。

※　同内容を（別添4）応募事業概要書（日本語版）へ記載してください。内容に矛盾があれば（別添４）を優先します。


	
	（共同応募者英名）
※　この欄の記載内容は、採択後に公表します。

※　同内容を（別添4）応募事業概要書（英語版）へ記載してください。内容に矛盾があれば（別添４）を優先します。


	2. 対象分野

(対象に○)
	ESCO、再エネ、廃棄物処理、上下水道、交通インフラ
※　この欄の記載内容は、採択結果公表時に公表します。

※　同内容を（別添4）応募事業概要書（日本語版・英語版）へ記載してください。内容に矛盾があれば（別添４）を優先します。


	3. 対象国、都市や地域
	※　この欄の記載内容は、採択結果公表時に公表します。

※　同内容を（別添4）応募事業概要書（日本語版・英語版）へ記載してください。内容に矛盾があれば（別添４）を優先します。


	4. 事業名
	（和名）
※　この欄の記載内容は、採択結果公表時に公表します。

※　採択時の事業内容に応じて事業名を変更する場合があります。

※　同内容を（別添4）応募事業概要書（日本語版）へ記載してください。内容に矛盾があれば（別添４）を優先します。


	1� 
	（英名）
※　この欄の記載内容は、採択後に公表します。

※　採択時の事業内容に応じて事業名を変更する場合はがあります。
※　同内容を（別添4）応募事業概要書（英語版）へ記載してください。内容に矛盾があれば（別添４）を優先します。


	5. 事業及び調査概要
	（事業概要　和文）
※　下記項目に必ず言及して記載してください。
※　添付すべき参考資料があれば、それらも併せて提出してください。
※　Ａ４版８～１２頁程度（参考資料を除く）で記載下さい。


	6. 
	1. 応募事業の背景・目的と応募事業の実現可能性、本調査によって明らかにすべき論点、実現時の効果、先進性、他地域への展開可能性について個々記載してください。


	7. 
	2. 応募事業の調査地での都市間連携の現状と、都市間連携の活用による応募事業への裨益や本事業における役割・効果等について記載してください。


	8. 
	3. 応募事業の国内外のステークホルダーの妥当性、信頼性(与信：JCM事業実現時の与信への懸念がないこと。財務の健全性、継続企業の前提が分かるに記載すること)、事業への興味・関心度合い、応募者との過去の協業実績・経験について記載してください。それぞれのステークホルダーからの関心表明レターの有無にも言及してください。


	9. 
	4. 応募事業実現時の適用技術への本邦技術の活用可能性、その優位性、及び事業実現化のための施策、算段、工夫について記載してください。


	10. 
	5.　調査事業実現時の事業概要をパワーポイント（和文・英文Ａ４各１枚）にまとめ添付してください。
調査事業実現時の適用技術と国際コンソーシアム体制図(案)を含み、実現するプロジェクトの概要とプロジェクト実施体制が分かるように作成ください

連携する団体(共同実施者及び再委託先等)がある場合には、応募者だけでなく連携する団体を含めた実事業の実施体制を記載してください。その際、団体ごとの役割分担、資金の流れ(含　事業規模が推測できる金額)、資金の受け取り先が何を行っているかについて分かるように記載してください。分担が未定の役割については「未定」と記載して結構ですが、案件熟度が低いと判断される場合があります。


	11. 
	(事業概要　要旨　和文)　150字以内
※　この欄の記載内容は、採択結果公表時に公表します。

※　同内容を（別添4）応募事業概要書（日本語版）へ記載してください。


	12. 
	(事業概要　要旨　英文)　100語以内
※　この欄の記載内容は、採択後に公表します。

※　同内容を（別添4）応募事業概要書（英語版）へ記載してください。


	13. 応募事業を含む都市の低炭素化への取組みの全体像
	※　日本の自治体と海外都市間の支援・協力・案件調査等と支援先の全体像をパワーポイント（和文・英文Ａ３各１枚）にまとめ添付してください。
日本の自治体と海外都市が協力して目指す低炭素かつ強じん（レジリアント）で持続可能な社会を形成するために、実現済の事業、実現途上の事業、案件調査時の事業等の全体像(含　将来の事業)を示し、応募事業が（同時に応募している事業があればそちらも）低炭素かつ強じん（レジリアント）で持続可能な社会全体のうちどこに位置づけられているかが分かるように作成ください。
　また、本応募事業以外に支援を受けるために応募している事業があれば応募先、応募事業名情報も含めて明示してください。



	14. 応募事業見積費用合計
(詳細は別添2)
	· 調査毎かつ法人毎に分けて見積してください。
共同事業者がいる場合はその旨がかわるように記載してください。
· 複数分野において調査事業を希望される場合は、希望する調査事業毎に応募書類一式を作成し別々に応募してください。
　　　　　　年間　　　　　　　　　　　　百万円(税込)


	15. エネルギー起源二酸化炭素削減効果
	· 調査を想定している事業が実現する場合、１年間にどの程度のエネルギー起源二酸化炭素削減効果が見込めるかについて、定量的に記載してください。
· 事業実施の直接の効果でなくても、効果が波及することによって間接的なエネルギー起源二酸化炭素削減効果が期待できる場合は、それについても併せて記載してください。
· 削減効果を算出する方法及びデータの根拠についてもあわせて記載してください。
· Ａ４版３～４頁程度で記載下さい。

	16. 
	（削減効果見込み）
年度
平29
(2017)
平30
(2018)
平31
(2019)
平32 (2020)
平33
(2021)
累計

法定耐用年数

費用対効果
 補助申請予定額(百万円/年)
①
④
GHG削減量

(ｔ-CO2/年)
②
(1 /(②/稼働年数)/④)×1,000,000(単位：円)
エネルギー起源二酸化炭素削減量

(ｔ-CO2/年)
③
(1 /(③/稼働年数)/④) ×1,000,000(単位：円)
（削減効果の算出方法）




別添１－１
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